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第 １８ 号 

   国営川辺川土地改良事業の経費に対する市町村負担金について 

 昭和５８年度から令和４年度までにおいて国が施行した国営川辺川土地改良事業につい

て、当該事業に要した経費のうち市町村が負担すべき金額を次のとおり定めることとする。 

  令和４年１２月２日提出 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 人吉市 

 錦町 

 あさぎり町 

 相良村

 山江村 

 （提案理由） 

 昭和５８年度から令和４年度までにおいて国が施行した国営川辺川土地改良事業に要し

た経費の一部を市町村に負担させるため、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９

０条第１０項の規定により議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

 

事   業   名 負担すべき金額 

国営川辺川土地改良事業          ２３，７１３，０００円  

事   業   名 負担すべき金額 

国営川辺川土地改良事業          ９３，８０６，０００円 

事   業   名 負担すべき金額 

国営川辺川土地改良事業          １２７，４５０，０００円 

事   業   名 負担すべき金額 

国営川辺川土地改良事業          ４６，３５０，０００円 

事   業   名 負担すべき金額 

国営川辺川土地改良事業          １４２，６５０，０００円 


